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び EU指令第 2011/83 号の改正に関する、並びに、閣僚理事会指令第 90/314
号の廃止に関する、欧州議会及び閣僚理事会の EU指令第 2015/2302 号（ABl. 





　とりわけ、パック旅行に関する 1990 年６月 13 日の閣僚理事会の EWG指
令第 90/314 号（ABl. L 158 vom 23.6.1990 S.59）は、本指令によって取り換え
られる。さらに、以下のものが、改正される
　ー　 消費者保護法律の実施を管轄する各国の国内官庁間の協力に関する欧






145 － ドイツ旅行規定の第 3改正法参事官草案（総論）の立法理由（髙橋）
− 204 −
　ー　 消費者の諸権利に関する、閣僚理事会の EWG指令第 93/13 号及び欧
州議会及び閣僚理事会の EG指令第1999/44号の改正に関する、並びに、
閣僚理事会の EWG指令第 85/577 号及び欧州議会及び閣僚理事会の
EG指令第 97/7 号の廃止に関する、2011 年 10 月 25 日の欧州議会及び














































































ならない、ことを要求している（考慮理由 39 及び 40 参照）。これを保証でき
るように、顧客の金銭防護者の責任制限のための年間最高額たる民法第 651k
条第 2項に規定されている 1・1億ユーロの額の引き上げは、現在のところ必































































































約の場合の撤回権（民法草案第 312 条第７項第２文、第 312g条第２項第２文）、
ついで、日帰り旅行、個々の旅行給付及び外国学校滞在に関する諸規定（民
法草案第 651a条第５項第２号、第 651u条、第 651v条）に関している。しか
し、これらの規定は、現在のドイツの法状態の維持に資するものである。先
行規定が存在した限りにおいて、これらの規定は指令によって改正されざる
を得なかった（民法第 312 条第２項第４号、第 312g条第２項第２文、第








会 DRVの「2015 年ドイツ旅行市場／数字と事実（以下では、「2015 年数字
と事実」という）」22、31 頁という情報パンフレットからの数字に拠っている。
そこには、５日以上の休暇旅行数は 6910 万件、短期休暇旅行（２日～４日ま
での）数は 7710 万件、とされている。全体として年間約１億 4620 万件の休
暇旅行。パック旅行の割合は、2015 年旅行分析（社団法人休暇旅行及び旅行
研究会第 45 回旅行分析の ITB2015（2015 年国際観光見本市）に関する最初
の選抜結果５頁）では、５日以上の休暇旅行については、42％と見積もられ
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ている。短期休暇旅行の場合には、個々の給付の割合はやや高い。それゆえ、
１億 4620 万件の総数に当てはめると、ほぼ 40％の割合がパック旅行に置か
れる。ここから上述の年間総数ほぼ 5850 万件のパック旅行が引き出される。
　日帰り旅行は、この査定の場合には考慮されていない。2015 年には総数 51















































































連邦共和国の旅行代理店の数は、約 9880 であり、この他に約 20 の大手オン
ライン旅行ポータルが存在している（DRV「事実と数字］６頁、17 頁）。全
















































































































































商法第 84 条以下の商事代理人であるときには、商法第 55 条第４項、第 54 条
































































い。通知義務は見積もりで 4390 万件に関係する（上述 a）の前をみよ）。す



















































広島法学　40 巻３号（2017 年）－ 126
− 223 −






















































　人件費の総額は年間 24 万 8704 ユーロになる。
　職員要求の見積もりは、国内法化されるべき指令が言語規定に関する何ら




































約 50％高めに 175 と見積もられる。
















　発送される要請の場合、指令第 18 条第４項第３文による 15 日の経過又は
その後の再提出期間Wiederforlagefristの経過を理由とする他の加盟国の中央
連絡機関への照会は、前もって 21 言 語 で 翻訳される標準書面
Standardschreibenにより行われることから出発される。
　法的テーマの複雑性のゆえに、上級職・中級職の側からの再照会が予想さ










































　指令第 26 条により、EU委員会は、2019 年１月１日までに欧州議会及び閣
僚理事会に、オンライン予約に関係する指令の諸規定に関する報告書を提出
する。指令の適用に関する一般報告を、EU委員会は、2021 年１月１日まで
に提出する。必要な場合には、指令の適合に関する立法提案も、報告に添付
される。これと並んで、国内法化法の特別な評価は原則として必要でないと
思われる。しかし、現在、指令の国内法化後に、倒産担保に関する研究計画
を委託することが意図されている（民法草案第 651r条に関する立法理由を見
よ）。
